
産公学共創型事業創発支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大学やスタートアップをはじめとする市内外の事業者が持つアイデアを

地域課題・産業課題の解決に向けて概念実証（PoC）、及びビジネス実証するために、他企業や

大学等と連携して取り組む事業に対し、公益財団法人尼崎地域産業活性化機構（以下、「活性

化機構」という。）が交付する補助金について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の用語を以下のとおり定義する。 

⑴ 中堅企業 

 次号に掲げる中小企業者等を除く、常時雇用する従業員数が 2,000人以下の企業。 

⑵ 中小企業者等 

 中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第２条に規定する中小企業者及び小規模企業

者並びに個人事業主。なお、みなし法人を含むその他の私法人等についても、従業員規模が

中小企業基本法上の中小企業と同数又はそれ以下の場合は当該企業者とみなす。 

⑶ みなし大企業 

  次のいずれかに該当する中小企業者、中堅企業 

ア 発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している

企業 

イ 発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上を大企業が所有している企業 

ウ 大企業の役員又はその職を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている企    

 業 

 ⑷ 大学等 

   学校教育法（昭和 22年法律第 26号） 第九章に規定する大学（大学院及び短期大学を含

む。）及び第十章に規定する高等専門学校、第十一章に規定する専修学校をいう。 

（補助基準） 

第３条 この要綱に基づく補助対象者及び補助対象となる事業（以下、「補助対象事業」という。）

並びに交付申請期間、補助対象期間、補助対象経費、補助率、補助上限額等に関する諸事項に

ついては、別表第１に掲げるとおりとする。 

（交付申請） 

第４条 補助対象事業に係る補助金の交付を申請しようとする者（以下、「申請者」という。）は、

産公学共創型事業創発支援事業補助金交付申請書（第１号様式。以下、「交付申請書」という。）

を、別表第１に掲げる交付申請期間内に理事長に提出しなければならない。 

２ 前項の交付申請書には、別表第２に掲げる書類を添付しなければならない。 

３ 申請者は、交付申請書に記載の宣誓・同意事項の各号のいずれにも宣誓又は同意しなければ

ならない。 



（交付決定） 

第５条 理事長は、前条の申請があったときは、その内容を審査して交付の是非を判断し、補助

金を交付すべきものと認めたときは、予算の範囲内において別表第１に掲げる補助基準によ

り補助金の交付を決定する。 

（交付の条件） 

第６条 理事長は、前条に係る交付を決定した場合、当該補助金の交付の目的を達成するため必

要があるときは、条件を付することができる。 

（決定の通知） 

第７条 理事長は、第５条の規定による審査の結果、補助金の交付を決定したときは、産公学共

創型事業創発支援事業補助金交付決定通知書（第４号様式。以下、「交付決定通知書」という。）

により、申請者に通知する。 

２ 理事長は、第５条の規定による審査により、その内容が次の各号のいずれかに該当すると認

め、不交付を決定する場合は、産公学共創型事業創発支援事業補助金不交付決定通知書（第４

号様式の２。以下、「不交付決定通知書」という。）により申請者に通知する。 

 ⑴ 補助の目的に合致しないとき。 

 ⑵ 第３条に掲げる補助基準の規定に該当しないとき。 

 ⑶ 事業内容が公序良俗に反すると認められるとき。 

 ⑷ 尼崎市暴力団排除条例（平成 25 年尼崎市条例第 13 号）（以下、「暴力団排除条例」とい

う。）第２条第４号及び第５号並びに第７号に規定する暴力団、暴力団員及び暴力団密接関

係者（以下、「暴力団等」という。）に該当するとき又は同条例第５条、第 13条、第 16条、

第 17条及び第 18条に規定する事項に違反したとき。 

 ⑸ その他理事長が補助することが適当でないと認めるとき。 

（事業の推進） 

第８条 前条の規定に基づく交付決定通知を受けた申請者（以下、「補助決定者」という。）は、

適切に事業を推進しなければならない。 

（事業の廃止） 

第９条 補助決定者は、補助対象事業を廃止しようとするときは、尼崎市産公学共創型事業創発

支援事業補助金事業廃止届出書（第５号様式。以下、「廃止届出書」という。）を理事長に提出

しなければならない。 

２ 前項の規定により、廃止届出書が提出されたときは、当該申請に係る補助金の交付決定はな

かったものとする。 

（補助対象事業等の変更に係る承認の申請等） 

第１０条 補助決定者は、補助対象事業の内容又は補助対象経費の額を変更しようとするとき

は、あらかじめ、産公学共創型事業創発支援事業補助金事業変更承認申請書（第６号様式。以

下、「変更承認申請書」という。）に、変更する内容が確認できる書類を添えて理事長に提出し

なければならない。 



２ 補助決定者は、交付決定を受けた法人や代表者等に変更があったときは、その旨を変更承認

申請書により理事長に報告しなければならない。 

３ 理事長は、第１項の規定により、補助決定者から変更承認申請書を受理したときは、その内

容を審査し、適当と認めるものにあっては、産公学共創型事業創発支援事業補助金事業変更承

認決定通知書（第７号様式。以下、「変更承認決定通知書」という。）により、通知するものと

する。 

４ 理事長は、前項の規定による審査の結果、その内容が第７条第２項各号のいずれかに該当す

ると認めたときは、不交付決定通知書により申請者に通知する。 

（実績報告及び請求） 

第１１条 補助決定者は、別表第１に定める補助対象期間の期日までに補助対象事業を完了さ

せた後、速やかに産公学共創型事業創発支援事業補助金実績報告書兼請求書（第８号様式。以

下、「実績報告書兼請求書」という。）に別表第２に掲げる書類を添えて理事長に提出しなけれ

ばならない。 

（補助金の交付） 

第１２条 理事長は、前条に規定する実績報告書兼請求書を受理したときには、その内容を審査

し、適当と認められるときは別表第１の規定により補助金を交付する。ただし、他の補助制度

との併用時においては、収支決算書に記載の補助対象経費の合計額からそれらの制度により

得られた額を控除したものを補助対象経費の合計額とする。また、補助額の算定にあっては次

の各号の規定によるものとする。 

⑴ 実績報告書兼請求書の額が、交付決定通知書又は変更承認決定通知書の額と同額又は上

回る場合は、当該交付決定通知書又は変更承認決定通知書に記載の額。 

⑵ 実績報告書兼請求書の額が、交付決定通知書又は変更承認決定通知書の額を下回る場合

は、当該実績報告書兼請求書の額。 

（是正のための措置） 

第１３条 理事長は、前条の規定による審査の結果、当該補助対象事業の成果が交付決定の内容

及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるための措置を補助決

定者に対して指示することができる。 

２ 理事長が前項の規定により補助決定者に指示した場合にあっては、第 11条の規定を準用す

る。 

（関係書類の整備等） 

第１４条 補助決定者は、補助対象事業の施行状況及び経費の収支に関する帳簿その他理事長

が別に指示する書類を整備し、当該補助対象事業の完了した日の属する会計年度の翌年度の

初日から起算して５年間これを保管しなければならない。 

２ 理事長は、当該補助対象事業の実施による事業効果等を確認するため、補助対象事業完了後

も補助決定者に対し必要な調査を行い、又は報告を求めることができる。 

（補助金交付決定の取消し等） 



第１５条 理事長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金交付決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 補助金を他の用途に使用したとき。 

⑶ 補助金の交付を受ける権利を、他人に譲渡し、又は担保に供したとき。 

⑷ 補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき、又は理事長の指示に従

わなかったとき。 

⑸ 要綱に違反したとき。 

⑹ 不適当な方法で補助対象事業が実施されているとき。 

⑺ 暴力団排除条例第２条第４号及び第５号並びに第７号に規定する暴力団等に該当すると

き又は同条例第５条、第 13条、第 16条、第 17条及び第 18条に規定する事項に違反したと

き。 

⑻ その他理事長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。 

２ 理事長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助決定者に対し期限を定めてその返還

を命ずる。その際、産公学共創型事業創発支援事業補助金返還請求書（第 11号様式。以下、

「返還請求書」という。）により請求する。 

（補助金の請求が行われなかった場合等の取扱い） 

第１６条 理事長は、第３条で定める補助対象期間内に、補助決定者から実績報告書兼請求書の

提出がされなかった場合は、補助金の請求を辞退したものとみなす。 

２ 理事長は、提出があった実績報告書兼請求書の不備による補助金の振込不能等が生じ、補助

決定者に対して当該書類の補正を求めたにも関わらず、申請年度内に補正が行われなかった

場合や、補助決定者の責に帰すべき事由により補助金を交付することができなかったときは、

当該請求は取り下げられたものとみなす。 

（財産の管理等） 

第１７条 補助決定者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産や権利（以下、

「取得財産等」という。）を、補助対象事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって

管理するとともに、補助金の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助決定者は取得財産等について、取得財産等管理台帳を備え管理しなければならない。 

３ 補助決定者は取得財産等を、理事長の承認を受けずに補助金の交付の目的に反して使用し、

行使し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

４ 理事長は、補助決定者が前項の規定に違反したときは、返還請求書により補助金の返還を求

めることができるただし、補助決定者が補助金の全部に相当する金額を活性化機構に納付し

た場合又は減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）で定める期

間を経過した場合は、この限りでない。 

（報告、検査及び指示） 



第１８条 理事長は、補助事業の適切な実施に必要があると認めるときは、事業の現場又は第 14

条に規定する帳簿等を検査し、補助決定者に対して報告を求めるほか、必要に応じて指示をす

ることができる。 

（専属的合意管轄裁判所） 

第１９条 本要綱に関する一切の争訟は神戸地方裁判所尼崎支部を第一審の専属的合意管轄裁

判所とする。 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めのない事項については、理事長が別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和８年７月 15日から施行する。  



別表第１ 補助基準（第３条関係） 

補 助 対 象 者 次の各号のいずれにも該当する中堅企業又は中小企業者。 

(1) みなし大企業でないこと。 

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律に規定する「性風俗

関連特殊営業」、当該営業に係る「接客業務受託営業」を行う者でない

こと。 

(3) 尼崎市暴力団排除条例（平成 25年尼崎市条例第 13号）にて規定する

暴力団、暴力団員また当該事業者と密接な関係を有する事業者でない

こと。 

(4) 宗教・政治団体等でないこと。 

補助対象事業  補助対象者が他企業、大学等の多様なパートナーと連携して実施する、

地域課題・産業課題の解決に資する概念実証（PoC）及びビジネス実証の取

組であり、下記に列記する事業に該当するもの。ただし、連携体には市内

事業者を含むこと。 

(1) 新製品・製造技術に関すること  

(2) 新たなサービスに関すること 

(3) 企業経営に関すること 

(4) その他理事長が認める事業 

ただし、尼崎市企業立地方針に定める重点分野については優先して採択す

る。なお、重点分野は下記のとおり。 

(1) 新エネルギー、環境関連産業（水素、蓄電池など）  

(2) 半導体産業（半導体製造装置・溶剤など） 

(3) 健康医療産業（医薬品、医療関連機器など） 

交 付 申 請 書 

提 出 期 間 

 補助対象事業を実施する年度の７月 15日から１月 29日まで。なお、提

出期限日が尼崎市の休日を定める条例（平成３年２月 25 日条例第 1 条）

で定める休日である場合は、市の休日の翌日をもってその期限とみなす。 

補助対象期間 補助対象事業を実施する年度の交付決定後から２月 26日まで。また、リ

ースや月額制サービス等により補助対象経費を計上する場合は、上記の期

間に要する経費を対象とする。 

補助対象経費  補助対象事業を実施するにあたって必要となる費用のうち、次の各号

に掲げるもので、領収書等により経費明細が確認できるもの。 

(1) 原材料費 

(2) 委託料 

(3) 会場等使用料・賃借料 

(4) 専門家等謝金 

(5) 広告宣伝費 



(6) 印刷製本費 

(7) 通信運搬費 

(8) 消耗品等資材購入費 

(9) パソコンやタブレット等の電子機器のリース料やレンタル費用 

(10) 交通費(本事業に参画する学校等の生徒等の実費負担分) 

(11) その他理事長が事業の実施に必要と認める費用 

補助対象外経費 

(1) パソコン、スマートフォン、タブレット等の購入費用。 

(2) 不動産の取得に係る費用。 

(3) 家賃や仲介手数料等の物件の賃貸に係る費用。 

(4) 自動車等車両（付属部品費、修理費、車検費等含む）。 

(5) 商品券や各種会員権、収入印紙代。 

(6) 省エネ設備（空調、照明、太陽光発電設備、蓄電池、換気設備、給湯

設備、熱電併給システム等）。 

(7) 飲食代等の接待費用。 

(8) 振込手数料、公租公課、各種保険料。 

(9) 借入金などの支払利息及び遅延損害金。 

(10) 補助事業の実施に係る自社の人件費。 

上記のほか、市長が補助対象経費として不適切と認められる経費。 

補 助 上 限 額 
補助対象経費の 10分の 10（ただし千円未満切捨て）。上限 50万円。また、

1事業者につき申請は 1度のみ。 

公 募 期 間 
令和８年７月 15日から令和９年１月 29日 

ただし、申請が予算に達した時点で受付を終了する。 

 

  

別表第２ 交付申請書・実績報告書兼請求書に添付が必要な書類（第４条及び第 11条関係） 

交付申請書 実績報告書兼請求書 

⑴ 交付申請書（第１号様式） 

⑵ 事業計画書（第２号様式） 

⑶ 収支予算書（第３号様式） 

⑷ 補助対象者の定款及び役員名簿の写し又

はそれらに代わるもの。 

⑸ 前３号のほか、その他理事長が必要と認

める書類 

⑴ 実績報告書兼請求書（第８号様式） 

⑵ 事業実績書（第９号様式） 

⑶ 収支決算書（第 10号様式） 

⑷ 領収書又は口座振込伝票の写し等、支払

った補助対象経費の明細が確認できる書類 

⑸ 前３号のほか、その他理事長が必要と認

める書類 

 


